「年金２.５％の引き下げに反対する意見書」の提案理由説明
２０１３年３月２６日　日本共産党・火爪弘子

　全日本年金者組合富山県本部からの請願に応え、日本共産党から提出した「年金２.５％の引き下げに反対する意見書」の提案理由説明を行います。

　今年１０月から３年間で年金を２.５％削減する法律は、昨年１１月１６日野田内閣による衆議院解散のドサクサに紛れて、衆参あわせてたった５時間の審議で採決され成立しました。「月額７万円の最低保障年金実現」を掲げていた民主党が年金を大幅に削る。怒りが広がったのも当然です。
　例えば、夫婦で月２５万円の年金を受給するある世帯の場合、この１０年間で年２８万円（９.４％）年金の手取りが減ったそうです。所得税や住民税が増税となり、医療や介護保険料なども上がったからです。このうえに今後さらに、どれだけ減るのか。夫婦で月２３万円の厚生年金を受給する世帯で試算すると、昨年の物価スライド０.３％削減と今回の２.５％削減を合わせ、３年後には年１４,１１２円の削減になります。４年間で失う年金額は、７万９,２９６円にもなります。このうえ、消費税が増税されればさらに負担増となります。

　日本の公的年金制度はほんとうに貧しく、受給者の６割が年収１５０万円以下、女性の場合６５％が年１００万円以下です。国民年金の場合は、満額でも月６万５,５４１円です。ここからも、さらに支給を削るのです。なんと、なさけ容赦のない仕打ちでしょうか。

　年金の削減は、若い世代の将来の受給額を減らすだけではなく、低年金の親を支える現在の子ども家族の生活をも直撃します。

　さらに、この減額が行われると、児童扶養手当や障害者・被爆者への手当も今後３年間で１.７％削減されます。

　安倍内閣は、自民・公明・民主の３党合意にもとづく社会保障制度改革推進法によって今、年金・医療・介護など社会保障制度の全面的改悪を進めようとしています。こうした路線が、国民の安心を奪い、日本をますます暗くすることは明らかではないでしょうか。
　高齢者が元気で安心な日本を作ることは、若い世代を含めて消費を増やし、経済を活性化させる道でもあります。国民の元気なしに、日本の元気はけっしてありません。
　高齢者の収入減による購買力の低下は、税収減にもなり、市町村の活性化にも重大です。今回提案された「意見書」の採択を求めた「請願」は、これまでに上市町、立山町、舟橋村の各議会で採択されております。

　富裕層や大企業優遇の税制を改め、富裕税を創設するなどして財源を確保し、あわせて大型公共事業や軍事費、政党助成金などムダを削減すれば、年金財源を確保し、「減らない年金制度」を実現することは可能です。

　最後に、今からでもこの年金の２.５％削減を中止するよう改めて求め、提案理由の説明といたします。
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